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令和 7年度小学校における外国語教育指導者養成研修の実施について（依頼） 

 

 平素より、教職員支援機構の研修事業にご協力いただき、誠にありがとうございます。 

 さて、令和 7年度の標記研修については、別添実施要項のとおり実施します。 

 ついては、研修システムにより、実施要項に記載の期日までに、参加者の推薦をお願いします。研修

システムのアカウント発行については、別添 1「研修システムアカウント発行用情報について」を参照

してください。 

 また、各中核市教育委員会におかれましては、様式 1「推薦名簿」により、各都道府県教育委員会を

通じて推薦をお願いします。 
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